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15℃以上 3日 5日 7日 
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種類 W OPC 膨張材 S G 
変更前 早強 49 43 15 4.5 172 313 20 728 1024 AE減水剤 








度の確認や PC 鋼線の挿入作業は，材齢 7 日から行われた． 
表-1.2に各種圧縮強度を示す．材齢 7 日で採取したコア供試体の圧縮強度は，60.1N/mm2
であった．これは，橋横梁コンクリートに設計上で必要な強度より大きく設定されている変























 材齢 圧縮強度 
コア供試体の圧縮強度 7 日 60.1N/mm2 
変更前の呼び強度 28 日 30N/mm2 



























































































































































































































































































































































































単位水量確認 2003.10 10 種類の試験方法 















表-2.2 養生の種類，対象，方法および具体的な手段 3） 
種類 対象 方法 具体的な手段 





温度を制御する 暑中コンクリート 昇温抑制 散水，日覆い等 
寒中コンクリート 給熱 電熱マット，ジェットヒータ等 
保温 断熱性の高いせき板，断熱材等 
マスコンクリート 冷却 パイプクーリング等 
保温 断熱性の高いせき板，断熱材等 
工場製品 給熱 蒸気，オートクレーブ等 
有害な作用に対して保護
する 
コンクリート全般 防護 防護シート，せき板存置等 





































中養生 3 日，5 日，7 日，封かん養生 7 日の細孔構造と，その後，28 日まで 20℃，相対湿
度 60%の恒温恒湿室で乾燥を受けたコンクリートの深さ方向の空隙構造の変化を示してい
る．乾燥前の深さ方向に均質な空隙構造は乾燥を受けることにより，養生方法，養生期間に



























































































































にした方法を 4 プローブ法と記載する． 
 4 プローブ法は非破壊で実構造物に適用可能な電気抵抗率計測試験である．この方法は岩
石学や地盤工学でも広く用いられており，Wenner 法，四電極法，四探針法などとも呼ばれ
る．この方法は海外においても規格化の動きがあり，特に AASHTO Designation: TP 95-
11, Standard Method of Test for Surface Resistivity Indication of Concrete’s Ability to 











 4 プローブ法では，等間隔に並んだ 4 つの電極を測定対称面に押し当て，外側に配置され
る電流電極から交流電流を印加し，測定対象に流した交流電流と電位差電極間の電位差の
測定値と式 2.1 を用いて電気抵抗率が評価される． 
 
                 𝜌 = 2・𝜋・𝐿・
𝑉
𝐼
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した．直流で 4 プローブ法を用いた計測ては，露口らの研究 5）が挙げられる． 
図-3.5に計測に使用したパルス波と計測条件の概略を示す．パルス周期は 50msであり，












































































































に置換率 50%で高炉スラグ微粉末［BFS］を用いた高炉セメント B 種［BB］を用いた．配 
 













W OPC BFS S G 
20℃,35℃,45℃ BB 50 46 12.0 4.5 170 170 170 811 850 
Cavalier and Vassie Taylor Woodrow Res. lab 武若および小林
比抵抗の範囲 腐食性 比抵抗の範囲 腐食性 比抵抗の範囲 腐食性













































略号 セメント種類 BFS置換率(%) W/B(%) 















































































































































7) Polder, R. et al., RILEM TC 154-EMC: Electrochemical techniques for measuring metallic 
corrosion, ‘Test methods for on site measurement of resistivity of concrete’. Materials and 











ぼす影響について検討した「配合条件が及ぼす影響」の 2 つの検討を行った． 
 
4.2 挙動メカニズムの解明 
OPC を用い，水セメント比が 55%で単位水量が 172 ㎏/ｍ3の一般的なコンクリートの電
気抵抗を計測した際に，接水後 3 時間程度で電気抵抗が最小値を示す傾向が確認された．





















































表-4.1 に電気抵抗の計測条件を示す．本研究では接水から 6 時間程度までの電気抵抗が













使用材料は， OPC（密度 3.16g/cm3，粉末度 3240cm2/g）と，OPCにBFS（密度 2.89g/cm3，

















 要因 水準 











































































般的に最初の反応である第 1 段階（図中①），誘導期の第 2 段階（図中②），加速期の第 3 段










































































































































































加速期の第 3 段階は，第 2 段階の終わりに再開された水和反応が急速に進行する時期で





 コンダクションカロリーメーターの試験結果より，接水から 1～2 時間程度の若材齢で電
気抵抗が減少する傾向の原因は，C3S 等から Ca2+等の水への溶解反応を捉えていると考え
られた．したがって，セメントペースト中の液相を遠心分離後にろ過したものに対し，イオ
ンクロマトグラフィーを実施し Ca2+濃度と K+濃度について検討した． 
図-4.9 に Ca2+濃度の接水からの経時変化を示す．BFS の添加によらず Ca2+濃度は接水
後に増加し，減少する傾向を示した．また，Ca2+濃度が最大となる時間は，BFS の置換率
が大きくなるほど早くなった．BFS は接水後に液相中の Ca2+，SO42-を固定し，石灰および
石こう飽水比を低下し，間隙質の水和を促進する．そのため，BFS の添加は C3S からの Ca2+
の溶解を活発にし，置換率の大きいセメントペーストほど Ca2+濃度のピーク時間が早くな
ったと考えられる．N は，C3S が接水後すぐに Ca2+を溶解し，C-S-H と平衡となる．C-S-
H は C3S 表面に析出して層をつくるため，C3S の溶解を妨げ，反応速度を小さくする．そ


























































































































































































から 6 時間までの CH 生成量において N と B45 に明確な差異は確認できなかった．B70 に
関しては，OPC の量が少ないことにより Ca2+等のイオン量が少ないので CH の生成量が少
ないことが考えられる． 
図-4.14～16 に電気抵抗と CH 生成量の関係を示す．接水から約 2 時間以降の電気抵抗
は，CH の生成量が増加するに伴って大きくなる．また，図-4.17に CH 生成量と電気抵抗
の関係を示す．電気抵抗と CH 量の間に線形関係が見て取れ，相関も良い結果が得られた．

















































































































































































究 6）と同様である．また，各セメントの接水から 2 時間以降の結合水率は，時間の経過と
共に大きくなった．強熱減量試験結果から得られる電気抵抗と結合水率の経時変化を図-



























































































































































































































































































































ルの配合と体積割合を示す．図中の C_S/W6.0 は JIS R 5201 に記載される一般的な 1:3 モ
ルタルの配合であり，セメント：水：細骨材が 1：0.5：3 の質量比となっている．また，こ
の配合を基準に他の配合を決定した．例として C_S/W4.0 は，単位セメント量を基準と同一
とし，S/W を 4.0 とした配合を示している．また，W _S/C3.25 の配合は単位水量を基準モ
ルタルと同一とし，S/C を 3.25 に変化させた配合を示している． 
図-4.28 に各使用材料の S/C や水セメント比等の比率を一定としたモルタルの配合と体
積積割合を示す．図-4.27 と同様に図中の S/C_W0.5 は一般的な 1:3 モルタルの配合であ
り，セメント：水：細骨材が 1：0.5：3 の質量比となっている．この配合を基準に他の配合










C W S W/C S/C S/W 
C_S/W4.0 510 332 1328 65.1 2.60 4.00 
C_S/W4.5 510 309 1389 60.5 2.72 4.50 
C_S/W5.0 510 288 1442 56.6 2.83 5.00 
C_S/W5.5 510 271 1488 53.1 2.92 5.50 
C_S/W6.0 510 255 1529 50.0 3.00 6.00 
W_S/C3.25 479 255 1555 53.3 3.25 6.10 
W_S/C3.50 451 255 1578 56.5 3.50 6.19 
W_S/C3.75 426 255 1599 59.8 3.75 6.27 
S_W/C0.53 495 260 1529 52.5 3.09 5.89 
S_W/C0.55 480 264 1529 55.0 3.18 5.79 











C W S W/C S/C S/W 
S/C_W0.45 527 229 1582 0.435 3.00 6.9 
S/C_W0.50 510 255 1529 0.500 3.00 6.0 
S/C_W0.55 492 280 1477 0.569 3.00 5.3 
S/C_W0.60 475 306 1425 0.644 3.00 4.7 
W/C_S2.85 546 273 1453 0.500 2.66 5.3 
W/C_S2.70 581 291 1377 0.500 2.37 4.7 
W/C_S2.55 617 309 1300 0.500 2.11 4.2 
S/W_C1.1 561 250 1500 0.446 2.67 6.0 
S/W_C1.2 612 245 1471 0.401 2.40 6.0 

















































図-4.30 に一例として単位セメント量が一定で S/W を変化させたモルタルの電気抵抗の
測定結果を示す．横軸の経過時間は，接水からの時間である．各配合の電気抵抗は時間の進
行に伴って減少している．また，経過時間 100 分程度で電気抵抗が増加傾向を示している
ものもある．この傾向は 3 章に記載したようにセメントからの溶解反応により Ca2+等が溶
出することと水和反応による水の消費に起因していると考えられる．打設直後の電気抵抗


























































































































































































































































































4.2 では計測される電気抵抗が接水後 2～4 時間程度で最小値を示す現象について原因を
検討した．電気抵抗が最小値を示す時間は，コンダクションカロリーメーターで測定される

































8) Takehiro Misaka，Takeshi Iyoda：PROPOSAL for EVALUATING THE CURING EFFECT of 
CONCRETE WITH VARIOUS CURING METHODS USING ELECTRICAL RESISTANCE，


























65％と変化させた．セメントの種類は， OPC と高炉セメント B 種［BB］および C 種［BC］ 



























12.0 4.5 172 
382 － 808 971 
N55 55 48 313 － 869 968 
N65 65 50 265 － 928 949 
BB BB 
55 
48 188 125 868 965 






0 1 ・ 3 ・ 5 ・ 7 ～ 28 ～ 91 
1日  圧        圧  圧 
3日    圧      圧  圧 
5日      圧    圧  圧 
7日        圧  圧  圧 
28日  
 
       圧  圧 
91日            圧 
      ：封かん養生（20℃）         ：屋内暴露（20℃，RH60%） 




 表-5.2に電気抵抗の計測条件を示す．電極間隔は 40mm，電極直径はΦ3.0 ㎜，通電深さ













圧縮強度試験は JIS A 1108:2018 に準拠して行い，Φ100×200mm の円柱供試体を用い
た．圧縮強度試験の試験材齢は，型枠脱型時，材齢 28 日および 91 日とし，各養生を行っ
た供試体の脱型時強度，材齢 28 日の圧縮強度，長期材齢である 91 日強度を求めた． 
（4）促進中性化試験 





































































































合に水和反応による水分消費量が OPC と比較すると大きくなる 2）ことが影響を及ぼした



































































































































































日の長期強度も小さくなり，既往の研究 4）と同様の傾向を示した．  
コンクリートの圧縮強度の発現は，養生期間に依存し，外部環境への水分の逸散により水
分が不足した場合に水和反応が阻害されるため，圧縮強度が低下したと考えられる．また， 
この圧縮強度の低下は，材齢 91 日でも確認され，長期強度にも影響を及ぼした． 
図-5.7および図-5.8に BFS 置換率ごとの圧縮強度を示す．圧縮強度は BFS の置換率に
より大きさが異なるものの養生期間に影響を受け，養生期間が短いほど材齢 91 日の長期強
度が低下した．BC の 1 日養生の圧縮強度は同じ水結合材比の圧縮強度の中で最も小さな値
を示した． 
図-5.9に水セメント比ごとの中性化速度係数を示し，図-5.10に BFS 置換率ごとの中性








































































きくなり，中性化抵抗性が低い結果となった．BFS 置換率に着目すると BFS の置換率が大
きくなるほど中性化速度係数は大きくなり，一般的な結果となった．また，中性化速度係数
は養生期間が短くなるほど大きな値を示し，養生期間 1 日の値は大きな値を示した．特に



















































































































































































































































































と同様の作成手順で材齢 28 日の圧縮強度と電気抵抗の関係を作成した．また，材齢 28 日
の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係が，配合条件や使用材料により，どのように変化
するのかについて検討を行った． 
図-5.15に N55 の材齢 28 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係を示す．養生終了
時の電気抵抗が大きいほど材齢 28 日の圧縮強度が大きくなり，養生終了時の電気抵抗と材
齢 28 日の圧縮強度の間に相関関係が認められた． 
この図を用いることにより，実際の現場において養生終了時の電気抵抗を計測すること
で，養生終了後に温度 20℃，相対湿度 60%の環境でコンクリートが乾燥した際に将来的に

















































図-5.17に材齢 28 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係（BFS 置換率）を示す．ど 




が右下側に移動した．したがって，材齢 28 日の圧縮強度を推定するためには，BFS 置換
率ごとに検量線を作成する必要があると考えられる． 


















































































































































































図-5.20 材齢 91日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係（N55） 
 
上記の材齢 91 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係が，水セメント比や BFS 置
換率により，どのように変化するのかについて検討を行った． 
材齢 91 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係（水セメント比）を図-5.21に示し，




























































































































































































で，水セメント比や BFS の置換率が異なるコンクリートにおいても，材齢 91 日の圧縮強
度と電気抵抗の関係を概ね推定できる可能性が示された． 
 養生終了時の電気抵抗と各種圧縮強度には相関関係があり，その関係式は，水セメント比

















































































































































































































































化体の緻密性を変化させた．また，4.5 で確認された BFS の置換による電気抵抗の変化に























N50 50 170 340 816 988 
N60 60 160 267 856 1040 
BB50 BB 50 170 170 170 811 981 
 
（2）直流四電極法による電気抵抗計測 
直流四電極法の計測条件を表-5.3 に示す．電極間隔は 50mm，通電深さを 50mm とし，






















圧縮強度試験はΦ100×200mm の円柱供試体を用い，試験材齢は材齢 1，3，7，28 日と
した．供試体の養生条件は恒温恒湿室（温度：20±1℃，相対湿度：60±5%）の中で試験材
齢まで型枠を保持し，封かん養生とした．その他の試験条件は JIS に準拠して行った． 
（4）透水量試験 
 圧縮強度試験の供試体と同様の養生を施した供試体に対し，表面含浸材試験方法（案）
（JSCE-K571-2013）に記載されている透水量試験 B 法を行った．供試体は 100×100×
100mm の立方体の供試体とし，圧縮強度試験の供試体と同様の養生後に脱型を行い，恒温
恒湿室で乾燥させた．透水量試験は，質量計測試験で恒温恒湿室に暴露した供試体が乾燥し
恒量となった後で開始した．試験期間は 1 週間とし，1 週間の透水量で結果を整理した．そ



















試験方法の概略を以下に記す．空隙率は 3 つの試料の平均値から算出した． 
 
空隙率の計測方法 



















炉に 1 日間静置した後，105℃の乾燥炉に 6 日間静置し，絶乾重量を計測する． 



































既往の研究 13,14,15）では，養生により含水状態の変化する範囲は表面から 25mm 程度とされ



















は材齢 3 日で脱型を行い，その後，恒温恒湿室の環境に暴露した．結果として材齢 26 日で
恒量質量を得た．その後，試料は 105℃の乾燥炉内に暴露し，材齢 33 日で絶乾質量を得た．
その後，試料を水に浸漬後に真空ポンプで吸引して飽水処理を行い，飽水質量を得た．飽水



















































































































































と BB50 について比較すると水結合材比が同じにも関わらず BB50 の方が同じ圧縮強度で
も空隙率が小さくなった．高炉セメントを用いたコンクリートは OPC を用いたものと比較
して緻密なセメント硬化体組織を形成する 14）ことが知られている．N50 と BB50 の差異
は，セメントの種類によってセメント硬化体組織の緻密性が異なることに起因していると
考えられる． 


































































メント比が大きい供試体ほど透水量が大きくなった．また，N50 と BB50 のセメントの種
類について比較すると，養生期間 1 日から 3 日で BB50 の透水量が大きくなっているが，7
日以降の結果に明確な差異は認められなかった． 























































































































































セメントを構成する主要な化合物と C3S と C2S が挙げられ，C3S と C2S はともに水和反
応によって C-S-H と水酸化カルシウムを生成する．いずれもセメント硬化体の骨格を形成
する重要な水和生成物である 16）．既往の研究 17）において水和物の脱水は 50℃付近におい
ても開始しており，エトリンガイトやモノサルフェートの結合水の脱水や，全水和生成物の




































































































































と考えられる．N50 と BB50 を比較すると近似直線の傾きが異なる傾向を示した．この傾
向は 4 章の傾向と同様となった． 
図-5.40に透水量と電気抵抗の関係を示す．図から透水量と電気抵抗に相関関係が認めら 










































































含水量と液状水量を比較したところ，N40，N50，N60 および BB50 の傾向が若干異な
り，電気抵抗は含水量より液状水量と相関が良いと考えられる．BB50 の傾向が含水量と液

























































































齢 14 日以降はポゾラン反応による比抵抗の増加が顕著である 21）とされている．また，伊
藤らの既往の研究において BFS で OPC を置換した場合，結合材中の OPC 割合の減少に伴
い pH が僅かに減少 22）するとされている．BB50 が他の配合の結果と異なる傾向を示した



































(1) コンクリートの電気抵抗は W/C の影響を受け，材齢の進行に伴って W/C が小さいもの
ほど大きくなった． 






(5) 材齢 28 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗に相関が認められた．これにより，電気
抵抗の測定を行うことで材齢 28 日の圧縮強度を推定できる可能性がある． 
(6) 材齢 28 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係は，水セメント比および BFS 置換
率が異なるコンクリートにおいても相関が得られた． 
(7) 材齢 91 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗に相関が認められた．これにより，電気
抵抗の測定を行うことで材齢 91 日の圧縮強度を推定できる可能性がある． 






















































































10) T. Misaka, T. Iyoda：Study on curing of concrete by the end time judgment of the DC specific 
resistance，SCMT3 (Kyoto)，e-313，2013.8 












































 図-6.1 はセメントに OPC を用いたコンクリートの養生終了時の圧縮強度と電気抵抗の
関係である．凡例は水セメント比と単位水量の値となっている．電気抵抗の計測条件は，全
て同様である．凡例の N55 170①～④は，同一のコンクリートで 4 箇所の計測を行った結
果である． 
図から各配合条件の養生終了時の圧縮強度と電気抵抗は直線関係を示している．しかし，








































N40 173 N50 170 N50 170
N50 170 N55 170 N55 170①


















養生条件は封かん養生とした．圧縮強度試験の試験方法は JIS A 1108:2018 に準拠し，供試
体 3 本の試験結果から平均圧縮強度を求めた． 
表-6.1 にコンクリートの配合を示す．配合は水セメント比が 50％で OPC を用いた一般
的なコンクリートとした．表-6.2 に電気抵抗の計測条件を示す．電極間隔および通電深さ
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6時間 1日 2日 3日
7日 14日 28日






























































































































































は，接水から 6 時間，1 日，2 日，7 日，14 日，28 日の 6 つの材齢とし，各材齢に対して































果の平均値で結果を整理する．27 箇所の電気抵抗の計測結果を 3 つの結果の平均値で整理
















































































































































































































































メント B 種および日平均気温 5℃以上の条件でも 12 日であり，本手法を養生終了時期の判
定に用いるならば，電気抵抗から圧縮強度の推定を行えると考えられる． 
平成 29 年度全国統一品質管理監査 1）による検査対象の 2605 工場の強度比（呼び強度値
に対する試験値の割合）の平均値が 1.33 となり，割増し係数の平均が 1.33 と考えることが
できる．また，以下の式を用いて割増し係数の平均から変動係数を算出すると 14.3%とな



















































































































































































































割増し係数は 2 つの式の大きい値を示す方とする． 
 







1 3 7 28 






安全係数の例として生コンクリート工場で使用している式 4.1 および式 4.2 を用い，変動
係数が最も大きい材齢 1 日の 8.19 を用いて算出すると安全係数は 1.17 となる． 
（式 4.1） 
（式 4.2） 


























図-6.14に電気抵抗計測のイメージを示す．電極 6 本を設置することで隣接する 4 本の電
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電気抵抗の計測条件を表-6.5 に示す．通電深さは養生の影響を受けるように 30 ㎜とした． 
 
 材齢 
























































表-6.7 にコンクリートの計画配合を示す．コンクリートは OPC を用いた一般的なもの
である．図-6.18に電気抵抗計測用供試体の概略を示す．電極は供試体側面に設置されてお
り，電極に記載されている数字は，通電深さを表している．表-6.8 に電気抵抗の計測条件
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図-6.19に材齢 1 日で脱型を行い，恒温恒湿室（温度 20±1℃，湿度 60±5％）に暴露し





抗が大きく増加しているのに対し，通電深さ 50 および 70mm の電気抵抗に大きな変化が























































































































図-6.22 逆 T型擁壁の概略 
 












圧縮強度試験の方法は JIS A 1108:2018 に準拠して行った．促進中性化試験の試験方法





各種養生を終了後，温度 20±2℃，相対湿度 60±5％の環境で材齢 56 日まで静置した．中 































































（％） W C S G 
OPC 54 45 172 317 812 989 13.5 5.5 
 
 
     ：封かん養生（20℃）       ：屋内暴露（20℃，RH60%） 






試体も作製した．実構造物の型枠脱型は，材齢 6 日で行った． 
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3 日    圧      圧 
7 日        圧  圧 
28 日          圧 
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材齢 28 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係を図-6.27に示す．図中の材齢 28
日の圧縮強度試験結果は，圧縮強度の小さいものから順に材齢 1 日，3 日，7 日，28 日ま
で封かん養生を行った供試体のものである．この結果も 3 および 5 章と同様の傾向を示し
ている． 
中性化速度係数と養生終了時の電気抵抗の関係を図-6.28に示す．中性化速度係数の大
きいものから順に材齢 1 日，3 日，7 日，28 日まで封かん養生を行った供試体から算出し

















































































































































































現場の逆 T 型擁壁は，材齢 6 日に脱型されたことにより養生が終了した．養生終了時の
電気抵抗値は 7.53kΩとなり，圧縮強度や中性化速度計数は，図-6.26～6.28 内の矢印のよ
うに算出される．これらの結果から，実際の現場でコンクリート構造物を対象に電気抵抗が
計測可能なことを確認した 4,5)．また，この現場の逆 T 型擁壁は，十分な強度度と中性化抵
抗性があると推定される． 
現場でコンクリートを打設する際に供試体を採取し，現場封かん養生を実構造物と同様
の材齢 6 日まで行い，その後，現場環境で暴露した供試体の材齢 28 日圧縮強度は，31.8N/mm2











































































図-6.32 に材齢 28 日の圧縮強度と養生終了時の電気抵抗の関係を示す．この現場逆 T 型
擁壁の設計基準強度は 24N/mm2であり，コンクリートの呼び強度は 27Ｎ/mm2であった．仮
に現場での管理強度を 27N/mm2 とした場合，養生終了時の電気抵抗の値は 5.5kΩ以上とな
り，図-6.29の現場での電気抵抗で確認すると 3 日程度の養生で満足することになる．コン
クリート標準示方書［施工編］に準拠した湿潤養生期間は 5 日である．直流四電極法による





































































































































 凍害抵抗性 ： 防波堤の上部工，河川の護岸コンクリート，寒冷地の水の溜まる場所 
 塩害抵抗性 ： 飛まつ帯 
 水密性 ： ダム，水理構造物などの水圧がかかる部分 
 耐摩耗性 ： ダム越流部など 
 
6.4.1 トンネル覆工コンクリート 
トンネル覆工コンクリートの施工は，打込みサイクルが 1 日または 2 日に 1 サイクルで，






































































に大きくなっている．打設した翌日には，セントルの天端と SL で 10℃程度も環境温度が
異なっている．したがって，トンネル覆工コンクリートの SL 部のコンクリートは天端部と
































































































































































 表-6.11にコンクリートの計画配合を示す．配合は水結合材比が 50%，細骨材率が 46%，

























































W OPC BFS S G 
OPC 
50 46 12.0 4.5 165 
330 - 826 1000 
B50 165 165 821 993 
B60 132 198 820 992 
B70 99 231 819 990 
B80 66 264 818 989 
114 
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